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「アメリカにおける E~ピジネスと企業モデルの転換」

IT時代のグローバル・ネットワーク企業

はじめに

本章では、 1980年代にはじまる lT(情報通信

技術)革命とともに現れた国際経済、国際経営上

の大きな変化を取り上げる。本章:は、 1T革命の

時代にグローパル・ネットワーク企業が設場した

ことの意味を多国籍企業の歴史から明らかにする。

本章で使用する、ネットワーク企業としづ概念は、

オープン・ネットワーク経営(国領二郎 [1995J)

や情報ネットワーク経営(林正樹・井上照幸・小

坂降秀 [2001J)としイ表現で示されるような、ネ

y トワークニニ情報通信技術を利用(統合)した企業

経営としづ概念ではなく、専業企業と専業企業の

緊密な協力関係とし、う企業問の関係のあり方を示

す概念として提示している。ネットワークを情報

通信技術として理解するのか、あるいは、企業と

企業、人と人との関係として理解するのか、が重

要な分岐である。

第 1章 ネットワーク企業の競争構造

口コンピュータ産業のグ口一バjレな寡占体制

1980年代vこ入ると 1T産業では、産業構造、企

業の競争構造の大きな転換が起きた。 80年代まで

コンピュータ産業と呼ばれていた業界が、 1T(情

報通信技術)産業と呼ばれるような構造転換を迎

えた。この産業構造と企業の競争構造の転換は、

そこで活動する企業の類型(タイプ)の転換でもあ

ったυ しかも重要なことは、この産業構造と競争

構造の転換は、同時にグローパルな規模で起きた

のある。そこでグ口…パルな lT産業における産
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業構造と競争構造の転換がいかに起きたのかを見

ょう。

80年代までのコンピュータ産業で広く販売・保

守サーピスされていた製品は、汎用コンピュータ

であり、それを供給する企業は、企業内部に研究

開発・製造・保守サーピスなどの企業活動(価値

連鎖)を内部化する垂直統合型の多国籍企業であ

った。汎用コンピュータは、大企業はじめ金融機

関、政府など大規模組織でI'f礼、られる高価な事務

処理、科学計算機であり、アメリカの IBM、

DEC、UNISYS、NCR、日本の富士通、日立、

NECが製造企業(メインフレーム・メーカー)で

あった。汎用コンピュータ産業は、技術集約的で、

資本集約的な産業であり、製造企業にとって参入

障樫が著しく高かった(A.]. Harman [1971J， G. 

W. Brock [1975])。それゆえ、メインフレーム

・メーカーは、先進国の多国籍企業に集中し、そ

の数も数社に限られたグ口一パルな寡占産業であ

った。

口パソコン産業の成立と構造転換

このグローパルな寡占産業v-こ構造転換がおとず

れたのは、 IBMがパソコン (PersonalComput-

er: PC)のIBMjPCを出荷した1981年であった。

IBMjPCは、コンピュータの製品技術の点で画

期的であったばかりでなく、コンピュータの産業

構造と企業の競争構造を大きく転換したという点

でも雨期的であった。 IBM/PCは、パソコンが

コンピュータ・マニアのみならず、企業と家庭

ユーザー|向けに広く普及する最初jの本格的なパソ

コンであった。 IBMjPCは、今日のJ¥ソコンの



ように本体(ハードウェア)とソフトウェア、ディ

スプレイ、キーボード、プリンターなど周辺装置

を一組のセットとして登場し、パソコンの基本的

なコンセプトを持っていた。

IBMjPCの登場は、コンピュータ産業の産業

構造に大きな影響を与えた(夏目啓二 [1994J131 

156頁、大西勝明[1998J27-49頁)。パソコンの

登場と普及により、コンビュータ産業では、これ

までの汎用コンピュータにとってかわってパソコ

ンやワークステーション(WS)という高性能で低

価格の小型のコンピュータが普及し、コンピュー

タ産業のダウンサイジング(小型イヒ)を進めた。 80

年代の中頃には汎用コンピュータ市場とパソコン

とWS市場の出荷額は、逆転した。かくして

IBMはじめメインフレーム・メーカーは、 90年

代の初頭に軒並み経営業績を悪化させた。これに

対して経営業績を急速に拡大したのは、パソコン

関連企業で、あった。こうした産業構造の転換はグ

ローバルな規模で、起きた。

口パソコン企業の競争構造

IBMjPCの登場は、企業の競争構造にも影響

を及ぼした。 IBMが、 IBMjPCを市場に投入す

る際にオープン・アーキテクチャ戦略を採用した。

すなわち IBMは、 IBMjPCがどのように造られ

ているかという、パソコンのアーキテクチャ(基

本設計思想)を公開したのである。このためコン

パックなどの他の競争企業が IBMjPCのアーキ

テクチャにしたがって自社プランドのパソコンの

生産、販売にのりだしたo IBMjPCのアーキテ

クチャにしたがって製造された他社製のパソコン

は IBM互換機(コンパチ、クローン)と呼ばれ、

数多くの互換機メーカーによって製造された。 90

年までに IBM互換機はパソコンの世界市場の

80%を占めるほどに普及し、事実上の世界的標

準となった(C.H. Ferguson and C. R. Morris 

[1993J pp.17-29.， P. Carroll [1993J pp.26-42.)。

世界のパソコン産業におけるデ・ファクト・スタ

ンダードの成立である。

この IBMのオープン・アーキテクチャ戦略に

よって、また、 IBMが IBMjPCの要素技術や周

辺装置を外部の専業企業に発注したり、依存した

ことによって専業企業がお互いに補完関係や協力
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関係を形成して事業活動できる競争構造ができた。

第 1に、パソコン製品を構成する要素技術、たと

えば OS(基本ソフト)、 MPU(超小型演算処理

装置)、 DRAM(記憶メモリー)や周辺装置、た

とえばHDD(ハードディスク・ドライブ)、 FDD

(フロッピーディスク・ドライブ)、モニター、

LCD (液晶表示装置)、プリンタ一、キーボード

などを標準化(規格化)した部品や周辺装置として

専業企業が供給できるようになった(アーサー-

D.リトル社 [1993])。

第2に、ソフトウェアの専業企業がパソコンの

アプリケーション・ソフト(応用ソフト)の開発の

重複を避けることにより開発コストを下げ、多様

な種類の応用ソフトを供給する競争条件ができた。

また、多くのソフトウェア専業企業が標準化(パ

ッケージイりした製品として応用ソフトを供給す

ることができた。第 3に、パソコン組立企業が

IBM互換機を製造する場合、パソコンのアーキ

テクチャが公開され、しかも要素技術は外部の専

業企業から調達することが可能となったためパソ

コン組立企業の技術的、資金的な参入障壁は低く、

参入企業が相次いで激しい価格競争を繰り広げら

れる競争構造となった。こうしてコンビュータ産

業は、パソコンや WSなどの特定の基幹部品へ

の集中や組立など特定の企業活動を担う専業企業

の登場により、 IT産業といわれるようになった。

IT産業の成立は、コンピュータ企業と産業の

概念的な消滅を意味する。コンピュータ産業では、

IBM、DEC、HP、‘NEC、富士通、目立などの企

業が独自のアーキテクチャに基づく汎用コンピ

ュータを自社で開発、製造、販売、保守、リース

してきたが、今や、 IT産業では、どの企業も

オープンなアーキテクチャに基づいたパソコンや

WSの基幹部品や周辺装置の開発、製造、販売、

保守、リースを自社で、すべて行うことはなくなっ

たからである。かれらは、他社との協力関係、補

完関係を前提にそのいずれかの機能を担うにすぎ

なくなった。かかる意味でコンピュータ企業は、

概念的に消滅したのであり、それにとって代わっ

て特定の機能を担う専業企業群が協力、補完しあ

って完成品を市場に送り出すようになった。もは

や IT産業は、単独の企業によってはパソコンや
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WSを市場に送り出せない産業構造をもつにいた

ったのである。

口専業企業とネットワーク企業

サクセニアン(A.Saxenian [1994J 250--251頁)

によると、これらの専業企業は、 2つの基本的な

特徴をもっていた。専業企業の第 1の特徴は、 iヨ
ネ~'-の経営資源を最も得意、とする事業分野に集中し

ており、その事業分野は、特定製品か特定部品に

限定されており、事業活動も研究開発、設計、製

造、物流、販売・マーケテイングなどいずれかの

活動に限定、するかもしくは重点を置いていること

である。第2の特徴は、この専業企業と他の専業

化した供給企業の成功とが分かちがたく結び、つい

ていることであり、この点から供給業者を、革新

的なシステムを共同で設計、開発、製造していく

「ノトートナ --j ととらえていることで、ある。こう

した協力関係によって、顧客の側も供給業者の側

も、さらに専門化をすすめ技術を前進させること

ができるのである。

このようにサクセニアンは、この専業企業のも

つ密接な協力関係ニネットワークとしづ関係の重

要性を明らかにした。サクセニアンは、「ネット

ワーク生産J という視点から、専業企業が経営資

源を特定製品や部品に集中できるのは、専業企業

がお互いに補完関係や協力関係を形成し、それを

前提に事業活動できるからである、ことを明らか

にした。筆者(夏目啓二 [1999])は、この専業企

業をネットワーク企業と定義している。専業企業

の経営戦略に着目することによって「ネットワー

ク生産J の視点では捉えられない企業問の競争関

保を明らかにで、きるからである。

すなわち、 80年代に台頭したこの専業企業=ネ

ットワーク企業は、密接な協力関係を基礎にした

企業問競争のなかから少数の寡占企業を生み出し

ているのである。 IT産業でネットワーク企業が

競争優位の確立をめざして競争戦略を展開してい

るが、そのなかで、急速にインテルとマイクロソ

フト、シスコシステムズはじめ少数のネットワー

ク企業が寡rSイとしている。ネットワーク企業は、

特定事業分野に経営資源を集中しながら当該分野

でのマーケット・シェア(市場占有率)を早期に独

占するマーケテイング戦略と技術開発戦略を展開
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し、少数の寡占企業となっている。少数の「勝ち

組J の寡占企業のみが市場を支配するような競争

構造が形成されつつある。

第 2章 グローパJ!I.ネットワーク企業

の生成

ロネットワーク企業と地域的な産業集積

こうしたネットワーク企業の特質をさらに明ら

かにしておこう。ネットワーク企業の第 lの特質

は、参入障壁が低く、企業間競争が激しいことで

ある。ネットワーク企業が事業活動を行うばあい

にこれらのネットワーク企業関で密誌に協力関係

を結ぶことにより、かれらの製品や基幹部品の開

発、製造にあたって必要とされる技術開発費、設

備投資費用を分散することができるので垂直統合

型の企業と比較して事業資金を大幅に節約するこ

とができるし、さらに技術開発の速度(スピード)

を高めることができた。このため、優れたアイデ

アや技術開発力をもちながらも:豊富な資金をもち

得ない技術者や企業家が事業を起こすことを可能

にした。つまり、この分野の参入障壁が低く、そ

れだけネットワーク企業問の競争が激しいという

特質をもっていた。ネットワーク企業のほとんど

が、資金力のない新興の事業会社(start-ups)か

らスタートした。

さらに第 2に、ネットワーク企業は、こうした

技術者や企業家だけでなく、エンジェルやベンチ

ャ-.キャピタリスト、大学などを含めた地域的

な産業集積のとに密接な協力関係を形成した。ネ

ットワーク企業は、カリフォルニアチ1'1のシリコン

・バレーはじめシアトル(ワシントン州)、オース

チン(テキサス州)、デンバー(コロラド州)など地

域的な産業集積のなかで密接に相互の協力関係を

形成し活動した。新興企業の多くが豊富な資金を

持たないため、かれらの事業を資金的に支援した

のが、エンジェルJと呼ばれる個人投資家やベンチ

ャー-キャピタリストであった。エンジェルは、

彼ら白身、成功した技術者や企業家であり、かれ

ら自身が、あるいはかれらの事業会社が資金の面

でこれらの新興の技術者や企業家を支援した。

ベンチャー・キャピタリストは、新興の事業に

対して資金調達のみならず事業に必要な人材や情



報を提供することでかれらを支援し、かれらを新

規株式公開(IPQ)に導いて投資回収を行う地域の

投資銀行や法律事務所、会計事務所、コンサルタ

ント会社である(Perkins，A. B. and Perkins， M. 

C. [1999J)。またスタンフォード大学など地域の

有力大学も数多くの技術者や企業家、人材を輩出

する一方で、かれらと持続的な協力関係を形成し

ながら新興企業を支援した。地域的な産業集積に

おける大学の役割は重要で、あった。ネットワーク

企業は、こうした新興の技術者や企業家のみなら

ず、エンジェルやベンチャー・キャピタリスト、

大学などの地域的な産業集積の上に密接な協力関

係を形成することができた。

口地域的産業集積からグローバルな産業集積へ

これまでの産業集積の研究は、地域的な産業集

積の構造や特質、その形成条件と政策について研

究を行なってきた。しかしながら、その多くは、

一地域なし、し一国レベルの研究に留まっていた、

と言ってよし、。 IT革命とシリコン・バレーの多

くの研究(Kenney，Martin (eds.) [2000J、Lee，

Chong， M. and W. F. Miller and others (eds.) 

[2000J)もこの地域的な産業集積を解明してきた。

しかしながら、 IT革命はグローバルに展開し

ており、その活動拠点となっている産業集積もグ

ローパルに展開している。地域的な産業集積がグ

ローパルな産業集積へと展開するのは、一見する

と論理的な矛盾であるかのように見える。しかし

ながら、この論理的に矛盾するように見える現実

が、実際には進行している。 IT産業の地域的な

集積は、シリコン・バレーやアメリカ国内の各地

域のみならず、台湾の新竹、インドのバンガロー

ル、中国の中関村などに「アジアのシリコン・バ

レー」といわれる産業集積となってアジアはじめ

世界にひろがりつつある。この意味において IT

産業の地域的な集積は、グローバル化しつつある。

こうした IT産業の地域的な集積のグローパル

化は、いかに形成されてきたのだろうか。日・米

・欧 IT多国籍企業のアジアへの進出にともなう

企業内国際分業とその再編成のなかで産業集積が

形成されたが、このためにアジアの産業集積は、

シリコン・バレーへの依存を強めていること(涌

井秀行 [1997J、柿崎繁 [2001J 107-153頁)が明
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らかにされてきた。また、アジアの地元企業の

IT関連の産業集積がすすみ広域的な産業集積を

形成しつつある(北村かよこ [2001J)点も解明さ

れてきた。

しかしながら、最近の研究(アジア経済研究所

[2001J)は、 ITに関連するアジア各国の産業集積

地域が国境を超えてリンクし、新たな ITの産業

集積が形成されていることに注目しはじめた。さ

らに、国境を超えたアジアの産業集積は、シリコ

ン・バレーとのあいだで移住者を介した人的な結

びつきによって深くリンクされている(三和総合

研究所調査部 [2001J)ことも明らかにされはじめ

た。しかしこれらの先行研究には、 ITの技術者

や企業家、ベンチャー・キャピタリストなど人材

のグローバルなネットワーク(密接な協力関係)が

形成され、展開されていることが解明されていな

い。これら人材のグローパルなネットワークが、

IT産業のアジアへの技術移転にとって不可欠で

ある。

すなわち、アメリカのシリコン・バレーなど

IT産業集積地とアジアの IT産業集積地とのあい

だの技術者や企業家、ベンチャー・キャピタリス

トのネットワーク形成と持続的なコミュニケーシ

ョンの維持こそが、アジアの IT産業における技

術移転=グローパル化の決定的な条件で、あるD そ

してこの担い手は、アジアからアメリカへ留学し

たり、ビジネスのために渡米した移住者(immi-

grants)たちである。最近の研究は、このネット

ワークを解明しつつある。

口外国人 IT技術者と「頭脳流出」

アメリカのシリコン・バレーはじめ ITの産業

集積地には多くの外国人 IT技術者が働いている

ことはよく知られている。しかし、その実態はあ

まり知られていなかったが、最近の研究によると、

外国生まれの個人(帰化市民と同様に外国人労働

者を含む用語)は、アメリカの IT技術者250万人

の約 17%で約35万人を占めている。 NRC(Na-

tional Research Council [2000J)の評価では、

H-1Bピザ(短期ピザ)を保持する外国人労働者は、

アメリカの IT技術者の約 10%で25万人を構成

している。外国人の IT技術者がアメリカの IT

技術者のなかで大きな役割を占めている(夏目
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1 I-I-IB申請者の本国

パーセント
総数

推定 95%の信頼度

すべての国 100.0 134.400 

イ ン 47.5 (45.9-49.2) 63，900 

国 9.3 ( 8.3-10.2) 12，400 

イギリス :3.2 ( 2.6--:3 .8) 4，400 

カ ナ ダ 3.0 ( 2.4-:3.5) 4，000 

フ{l}ピン 2.7 ( 2.2-~3. 3) 3，700 

韓 住! 2.3 ( 1.8-2.8) 3，100 

1'1、 湾 2.1 ( 1.6-2.5) 2，800 

日 本 2.0 ( l. 6-2.5) 2，700 

その他の国 27.8 (26恥4-29.3) 37，400 

(/ljf'1i') u. S. lrnmigration and Naturalization Service [2000J， p.l 

[2002])。

表 1が示すように、 1998年 5月から1999年 7月

にアメリカへ入国してきた H-1Bピザの外国人技

術者の国籍を見ると (U.S. INS. [2000J pp.l--4.入

インドが 47.5%で圧倒的に多い。次いで、中国、

イギリス、カナダ、フィリピン、韓国、台湾、日

本、のJI闘で続いているりこれらの H-1B技術者の

職業(表 2)は、システム・アナリスト、プログラ

ミングの職業が 53.3%で最も多く、電気・電子

技術職業とコンピュータ関連職業を含め IT関連

が 61.6%を占める。これらの技術者は、高学歴

(表 3)で、若年層(表 4)であり、本国から見て

「頭脳流出(braindrain) j と言われた。

これらの移住者(immigrants)は、しばしばア

メリカでめざましい専門的、経済的な成功を収め

サクセニアン (Saxenian，AnnaLee [1999J、

[2000aJ)の研究が示すように、 1998年のインド

の技術者は、カリフォルニアのシリコン・バレー

で775以上の技術会社を経営しており、それは、

36億ドルの売上と 1万6600名の仕事を生みだして

いた。かれらのなかtこはベンチャ…・キャピタリ

ストとして活動するものも生まれた。

lコ「頭脳循環」とグローパル・ネットワーク企業

こうしたアメリカに移住し活動する 1T技術者

や企業家は、たんなる「頭脳流出J ではなく、や

がてかれらの一部は帰国して本国の 1T技術者あ

るし、は IT産業の企業家、ベンチャー・キャピタ

リストとして活動し、本国の IT産業の発展の担

い手となってし、る。 IT技術者や企業家の国際的
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な移動V:t， --)J的なアメリカへの移住や永住だけ

ではなく、本国への「頭脳循環」を伴っているので

ある(Saxenian，A. and Chen-Yueh Li [2000])。

さらに、 IT革命と輸送技術の著しい発展と情

報通信と輸送コストの低下ともむすびついて本国

に戻った IT技術者や企業家は、同じエスニック

(民族)の在米 IT技術者や企業家とのあいだに密

接な情報とコミュニケーションのネットワークを

形成し、かれらの本国とアメリカの IT産業の発

展を支えるのaxenian，A. [2000b])。かくして

IT技術者の国際的な移動とかれらの国際的なコ

ミュニケーションとネットワークは、先進国と発

展途上国との経済関係を大きく変える可能性を秘

めている。これは、 IT革命とグローバリゼーシ

ヨンが国際経済と国際経営に開きつつある新たな

可能性といえる。

すなわち、先にみたようにグローパルな規模で

IT産業の競争構造が変わり、発展途上国におい

ても ITの産業集積がはじまり、高付加価値製品

や部品を製造する可能性が生まれている。 IT産

業では、専業企業によって部品や製品が供給され

るため、かれらが必要とする資本額は小さく、参

入障壁が低いとしづ特質がある。こうした競争構

造は、労働集約的な事業分野を相対的に技術集約

的な事業分野に移行する可能性をつくりだす。そ

のためには、 IT技術者とその技術を事業化する

のに必要な資金を供給するベンチャー・キャピタ

リストが不司欠で、あった。

こうした IT技術者や企業家、ベンチャー・キ

ャピタリストがアメリカの IT産業集積地から

「頭脳循環」というかたちでアジアの 1T産業集

積地、とくに台湾へ戻ってきた。しかも、かれら

は、アメリカとアジアの IT産業集積地の問に技

術と情報のコミュニケーションを維持する役割を

果たした。アジアとアメリカの ITの産業集積地

において IT技術者と企業家、ベンチャー・キヤ

ピタリストが相互に緊密な情報のコミュニケーシ

ヨンを維持し、それぞれ特定分野や特定製品に経

営資源を集中して事業活動を行う専業企業をグ

口一パル・ネットワーク企業と定義することがで

きる。グローパル・ネットワーク企業は、 21世紀

のグローパルな IT産業で大きな役割を果す可能
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表2 H-1B申請者の職種

総計

システム・アナリストとプログラミング

電気・電子技師

コンピュータ関連職種

単科大学、総合大学の教育職

会計士、監査人、および関連職種

建築、エンジニアリング、調査等の職種

その他

(出所) 表lに同じ、 p.2

表3 H-1B申請者の取得学位

ノf一セント
総数

推定 95%の信頼度

総計 100.0 134，400 

高校卒業証 1.0 ( 0.6-1. 3) 1，300 

短期大学学位 0.5 ( 0.3-0.7) 700 

大学学士 56.8 (55.2-58.5) 76，400 

大学院修士 30.7 (29.2-32.3) 41，300 

専門学位 2.5 C 2.0-3.0) 3，400 

大学院博士 7.6 ( 6.8-8.5) 10，300 

な し 0.8 ( 0.5-1.2) 1，100 

(出所) 表 lに同じ、 p.3

性を秘めている。

第3章 多国籍企業とグローバル・ネッ

トワーク企業

口 20世紀の多国籍企業の特質

グローバル・ネットワーク企業の登場は、多国

籍企業と資本主義の歴史から見てどのような意義

をもつものと考えたらよいのだろうか。グローパ

ル・ネットワーク企業は IT時代に一時的に生ま

れた企業形態=経済制度なのだろうか。それとも

21世紀に支配的となる企業形態なのだろうか。比

較して考察することにしよう。

19世紀末から20世紀の転換期に大企業が登場し、

それとともに大企業は、階層制管理組織とそれを

運営する専門経営者層を形成し、 1970年代末まで

に専門経営者層によって運営される寡占的大企業

が支配的な経済制度となり、アメリカで「経営者

資本主義」ともいうべき資本主義が登場した。こ

パーセント
総数

推定 95%の信頼度

100.0 134.400 

53.3 (51.7-55.0) 71，700 

4.9 ( 4.2-5.5) 6，500 

3.4 ( 2.8-4.0) 4，600 

3.0 ( 2.5-3.5) 4.000 

2.8 ( 2.3-3.4) 3，800 

2.3 ( 1. 8-2.7) 3，000 

30.3 (28.8-31. 9) 40，800 

表4 申請者の年齢

パーセント
総数

推定 95%の信頼度

総計 100.0 134，400 

20歳以下 0.1 ( 0.0-0.3) 200 

20-24歳 18.6 (17.3-19.9) 25.000 

25-29歳 42.4 (40.7-44.0) 56，900 

30-34歳 22.1 (20.8-23.5) 29，800 

35-39歳 9.2 ( 8.3-10.2) 12，400 

40歳以上 6.6 ( 5.8-7.3) 8，800 

年齢不詳 1.0 ( 0.6-1.3) 1，300 

(出所) 表 1に同じ、 p.4

の近代企業=経営者企業の発展の歴史と「経営者

資本主義」の台頭を解明したのが、経営史家の

A. D.チャンドラー， J r. (Chandler， J r. A. D. 

[1962J [1977J [1990J)で、あった。

近代企業の特質は、 A.D.チャンドラー， Jr. 

(1977)が解明したように、大きくいって 2つある。

ひとつは、近代企業は、垂直統合企業であると同

時に多角化企業もしくは複数事業部制企業である、

ことである O 近代企業は、その形成史をみると大

量生産企業がその内部に大量販売網を形成し、つ

づし、て大量購買網を創設していったように、企業

内部に製造、販売、購買、研究開発、マーケテイ

ングの事業単位を内部化したという点で垂直統合

企業で、あった。また、近代企業は、当該事業分野

での寡占的な支配の確立ニ産業の成熟を迎えると

新規の事業分野かもしくは新規の地域へと事業分

野を拡大した。かくして近代企業は、多角化企業

もしくは、複数事業部制企業となった。
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さらに、近代企業は、垂直統合企業であれ、複

数事業部制企業であれ、これらの多数の事業単位

のi習を通ずる資金、財、情報の流れを調整するた

めに、ミドル・マネジメント(中間管理者層〉やト

ップ・マネジメント(最高経営者層)によって形成

される階層制管理組織を必要とした。 階層制管理

組織によって行われる管理的な調整がうまく行わ

れる場合においてのみ、 i庄代企業は競争力を持続

することができた。また、近代企業の階層制管埋

組織は、それらが形成されるときに大きな役割を

はたした家族企業の創業者ニ個人大株主や企業合

併を主導した金融機関や銀行家の代表にとってか

わって、やがては専門経営者層によって運営され

るようになヴた。この意味で、近代企業は、経営者

企業と呼ばれるようになったc

これらの近代企業は、国内で活動するだけでは

なくグローパルに活動する多国籍企業でもあったり

近代企業は、当該事業分野での寡I主的な支配の確

立ニここ産業の成熟を迎えると新規の事業分野かもし

くは新規の地域へと事業分野を拡大し、近代企業

は、多角化企業もしくは複数事業部制企業となっ

たことは、先に指摘した。近代企業が、寡占的な

支配を確立するにつれて新規の地域へ事業

拡大することは、一国内の地域的な事業を担えて

他国への地域的な事業拡大を含むものであり、近

代企業が多国籍企業へと事業展開する過程でもあ

った。これが20i:l:t紀の多国籍企業の第一の特質で、

る。

近代企業が多国籍企業へと事業展開することは、

世界的規模で展開する製造、販売、購買、研究開

発、マーケテイシグなどの事業単位が多国籍企業

内に内部化される過程であった。その過程は、新

規の子会社の設立か既存の企業を買収・合併する

)jI:去によって行われた。多国籍企業のi世界規模の

事業展開が、完成品であるか中間財であるかによ

η て、本国と進出先閣の製造工場開の関係は、製

品J}IJ分業あるいは工程間分業の関係に置かれた。

近代企業の当該産業における寡占的な支配の確立

と多国籍企業としての事業展開を理論的な関連で

とらえたのは、 P.スウイジー (P.M. Sweezy 

[1972J、P.M. Sweezy and H. Magcloff. [1972]) 

と宮崎義手島氏([1982])であっ
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口多国籍企業の階層制管理組織

多国籍企業が事業活動を世界的規模で展開し、

その事業単位を世界的に分散し、配置するにつれ

て、陪界的な規模で展開する事業単位間を通ずる

資金と財、情報の流れを調整する階層制管理組織

もグローパルに展開することになった。グローパ

ルに展開する多国籍企業の階層制管問組織のうち、

最高経営者層の機能は、本国の(都市)本社に配i置

されながらも、中間管理者層の機能は、進出先!認

の都市に支社、子会社として配置され、現場単位

とその管理組織は、進出先国の地)j'Vこ配置された

(S. Hymer [1972J、宮崎義一ー [1979])0多国籍

企業の階層制管理組織では、戦略的な意思決定は、

本斥!の都市に配置しながら、戦術的な意思決定を

進出先!主!の都市に配置し、現場管理の意思決定を

進出先国の地方に配置するなど、本国への戦略的

意思決定の集中と進出先国への戦術的意思決定の

委譲が進んだ。これが20世紀の多国籍企業の第二

の特質である。

しかしながら、 90年代に入って多国籍企業の事

業拡大と事業単位の数が増大するにつれ、また、

世界的な多国籍企業間の競争が激しくなり、技術

革新のスピードが速くなるにつれ、戦略的な意思

決定が本国本社から進出先国の都市の子会社へ委

譲がすすみ、本国への戦略的な意思決定の集中で

はなく進出先国の子会社への分権化が進むことに

なった。そうした多国籍企業の管理組織形態は、

亀井正義氏の整理([2001J91-112頁)によれば、

戦略的意思決定が本社に集中する集権的な階層制

管埋組織からマトリックス組織や水平的組織さら

にはハイブリッド組織へ移行する。

マトリックス組織(Stopforclancl Wells [1972]) 

は、現地;事業部の責任者が、本社にある製品別組

織の上司と、地域別組織の上司に対して、指示を

受け、報告する管理組織である。マトリックス組

織は、現地の責任者が 2人の i二可から指示を受け、

報告する組織である。水平的組織(White，E. M. 

and Poynter， T. A. [1990J)は、こうした現場の

責任者が上司に指示を受け・報告するとし、う階層

制的な関係はなく、他の単位の同輩に協力を求め、

彼らのレベルで問題な処理する水平的ネットワー

クの組織である。その際に、かれらは価値観を共



有して、行動し、評価されるとし、う。また、ハイ

ブリッド組織(Lentz，S. S. [1996])も水平組織と

同様に、階層制管理組織をもたず、 ITシステム

によって'情報を共有し、必要に応じて事業単位が

本社の役割を演じる組織とし、う。

しかし、亀井正義氏([1996J155-160頁、 [2001J

25頁)が指摘するように、マトリックス組織は失

敗に終わり、水平的組織やハイブリッド組織もそ

の運用がきわめて難しい。というのも、「世界中

に散在する拠点を統合する必要性がますます高ま

っている」以上、 「重要意思決定の集権化が分権

化に逆戻りすることはなし、」からである。 90年代

の多国籍企業の階層制管理組織の再編成もこの原

理の枠内で進んでいるとみることができる。

口戦略的提携とアウトソーシング戦略

むしろ、拙著([1999J105-130頁)が明らかにし

たように、戦略的提携やアウトソーシング(外部

委託)が、多国籍企業の経営戦略と管理組織を大

きく変えつつあると見るべきであろう。 80年代の

中頃になるとアメリカ多国籍企業は、戦略的提携、

アウトソーシング(外部委託)を展開しはじめた。

戦略的提携は、 M.ポーター(Porter，Michael 

E. (ed.) [1989J)によれば、企業間で、合併とはゆ

かないまでも、事業のいろいろな面で、の結ひ‘つき

を深める正式な、しかも長期的にわたる友好関係

で、合弁事業、ライセンス契約、納入契約、マー

ケテイング契約、その他さまざまな約束である。

戦略的提携は、パートナーと事業活動を行うほう

が、内部で、その活動を行ったり、対等の取引に依

存したり、他の企業と合併することよりも勝って

いる時に生じる。戦略的提携は、事業活動を市場

の取引を通じて行ったり、企業内部に内部化する

のではなく、独立した企業の外部の経営資源を活

用する戦略である。

またアウトソーシング(島田達巴編 [1995Jv-

vi頁)は、これまでアメリカ企業が自社の内部に

統合してきた生産、販売、マーケテイング、購買、

物流、サービス、人事、経理、企画などの企業活

動を分解し、自社の最も強いかもしくは中核(コ

ア)となる企業活動に特化し、他の企業活動は外

部の企業に依存するとし、う戦略である。したがっ

てこの戦略は、企業のコア・コンピタンスを強め
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る戦略でもある(Hamel，Gary and Prahalad， C. 

K. [1994J)。しかもその場合、アメリカ多国籍企

業は、自社にない経営資源を取り込むために、市

場を通じた取引や、買収や合併などのような内部

化によるのでもなく、その中間形態である外部委

託という方法を採る。これは、アメリカ多国籍企

業がこれまで自社内に統合してきた企業活動の一

部の外部化である O この意味で戦略提携やアウト

ソーシングは、垂直統合企業のネットワーク企業

化としてとらえられる。

ログローバル・ネットワーク企業

このような形で垂直統合型多国籍企業の経営戦

略と管理組織の在り方に大きな変化を迫っている

のは、ネットワーク企業やグローバル・ネット

ワーク企業との競争で、あった。ネットワーク企業

やグローパル・ネットワーク企業との競争こそ、

垂直統合型多国籍企業が経営戦略と管理組織の在

り方を変え、ネットワーク企業化しようとする推

進力である。垂直統合型多国籍企業もネットワー

ク企業化しつつある。

このグローパル・ネットワーク企業は、先にみ

たように、アジアとアメリカの IT産業集積地に

おいて IT技術者と企業家、ベンチャー・キャピ

タリストが相互に緊密な情報のコミュニケーショ

ンを維持し、専業企業相互の協力と協調をもとに

それぞれ特定分野や特定製品に経営資源を集中し

て事業活動を行う専業企業の集団であった。グ

ローパル・ネットワーク企業は、専業企業相互の

協力と協調をもとにして、し、し、かえれば、外部の

経営資源を内部化することなく利用することを前

提にして、自社の経営資源を特定事業分野に集中

する経営戦略であり、それに対応する管理組織も

他の専業企業との協力と協調の関係をもちつつ編

成される。しかもパートナーとの協力関係は、対

等であるばかりでなく運命共同体のように利害を

分かち合っている。

グローバル・ネットワーク企業の組織は、自社

独自の管理組織をもちつつも、他社との協力・協

調関係のなかで規定される。自社が、研究開発か

製造か販売か情報管理部門のいづれに特化するか

は、自社の経営戦略と他社のそれとの関係によっ

て規定される。この協力と協調の関係のなかでは、
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独立のネットワーク企業同士がf1社の組織をあた

かも単一の管理組織であるかのように統合してい

るが、それは、あくまでもかれらの協力・協調関

係が成立している限りにおいてである。したがっ

てネットワーク企業相互の協調・協力関係がなく

なれば、ネットワーク企業相互間の組織も消滅す

る。かかる意味においてグローバル・ネットワー

ク企業は、 20t丘紀の多国籍企業にかわって台頭し

つつある新しいタイプωの企業なのである。

口企業戦略とネットワークの関係

これまで見てきたように、 IT革命の時代に登

場したグローパル・ネットワーク企業の戦略と組

織を考察してきた。その際に、 「はじめに」で明

らかにしたように、ネットワークとしづ概念を企

業と企業、人と人との関係を示す概念として使用

することの重要性が明らかであろう。とりわけ、

ネットワークを情報通信技術と理解してこのネッ

トワークの技術の発展が、企業の戦略と組織に影

響を及ぼすとし、う理解が!ぶまっているからである。

たとえば、国債二郎氏のオーブン・ネットワー

ク経営の概念を代表的な事例に検討してみようり

同氏は、 「人材やベンダ一、流通チャネルなどを

fj社のコントロールのもとにおく J 垂直統合型の

経営を「囲い込み型経営」、外部の経営資源を有

効に活用する経営を γオーブン・ネットワーク経

営 j ととらえ、前者から後者への転換を主張して

いる。その際、同氏は、標準インターフェイスを

用いて開放的な関係を構築することが重要であり、

そのために分散情報処理通信システムを活用した

経営を提唱しているのである。つまり、外部の経

営資源を有効に活用するためには、分散情報処理

通信システムの活用が大事であると、いうのであ

る。

はたしてそうだろうか。すでにみたように、外

部の経営資源を有効に活用するためには、外部の

相手先企業と提携をするとかアウトソーシングを

行う企業と企業との関係が重要なので、あって、分

散情報処理通信システムを活用することではない。

外部の経営資源を有効に活用できるか否かは、戦

略的提携やアウトソーシングができるか否かとい

う企業と企業との関係によって決まるのであって、

こうした分散情報処理通信システム構築の成否に
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よってきまるのではない。分散情報処理通信シス

テムの構築は、その効果に影響を及ぼすにすぎな

い。したがって、ネットワークとしづ概念で重要

なのは、企業と企業、人と人との関係で、あって、

ITという情報通信技術ではなし、o ITとしづ技術

は、その企業と企業、人と人の関係を効果的また

は、効率的にする技術なのである。

おわりに

グローパル・ネットワーク企業の台頭は、多国

籍企業の歴史のみならず資本主義の歴史にとって

も大きな意味をもつものである。しかしながら紙

幅が尽きたので、今後さらに検討すべき課題を示

すことでむすびにかえたし、。その第 1は、発展途

と国と先進国とのあいだのディジタル・デイパイ

ド(情報格差に基づ、く経済格差)の問題である。そ

の問題群のひとつは、先進国から発展途上国への

ITの技術移転が可能かどうかとし、う問題である。

今日、先進国と発展途上国のあいだのディジタル

・デイパイドは大きし、。しかしながら、グローパ

ル・ネットワーク企業は、発展途上国に技術移転

の可能性をもたらす口多国籍企業にかわってグ

ローパル・ネットワーク企業が登場することで発

展途上国と先進工業国との経済関係の問題に新た

な局面が開かれる可能性がある。

第 2に、国際労働力移動の問題である。国際労

働力移動の研究(Sassen，S. [1988J [1991J、伊橡

谷登志翁 [1993J[1998J)は、官界的な労働者の

移動と多国籍企業の展開とし、う視点から先進国と

発展途上国の都市に在住する都市住民の階層的な

職種と賃金の格差構造、人種的な格差と差別構造

の編成原理を解明してきた。グローパル・ネット

ワーク企業の台頭は、新しレ労働者、技術者、企

業家、ベンチャー・キャピタリストの国際的な移

動の問題を提起している。しかもかれらは、 「頭

脳環流」して活動する。この最近の動きを国際労

働力移動のなかにどのように位置づけるべきであ

ろうか。

第 3に、グ口一パル・ネットワーク企業間の寡

占的な競争構造の問題である。ネットワーク企業

間の激しい競争を通じてそのなかからインテル、

マイクロソフト、シスコシステムズなど寡占企業



が生みだされてきたことはすでに述べた。寡占的

なネットワーク企業とグローバル・ネットワーク

企業との競争関係がし、かなるものか、先進工業国

と発展途上国の関係も含めて、その解明も残され

た課題で、ある。

最後に、グローパル・ネットワーク企業が IT

産業に特有な現象なのかあるいは、自動車産業、

電機産業など資本集約的、技術集約的な産業に普

遍的な現象なのかの検証も残された課題である。

この課題がはたされたときに、 A.D.チャンド

ラー， ]r.が提起した命題、かれは経営者企業の

台頭を経営者資本主義の到来ニ経営者革命と見た

が、それに対する新たな命題を提示することがで

きょう。経営者資本主義の到来こそ、市場と価格

メカニズムが経済資源を分配する資本主義から経

営者の管理的な調整が経済資源を分配する資本主

義への転換であった。 lnvisibleHandから Visi-

ble Handへの転換の命題、すなわち、市場と組

織に関する命題がし、ま、またグローバルな段階で

問われている。
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